都城市若者定住宅地分譲募集要項

１　事業の目的

　　　この事業は、活力とうるおいにみちた住みよいまちづくりを目指して、市の人口増を図り、地域の活性化と若者定住化の促進のために、宅地分譲を行うことを目的とする。

　２　分譲地の概要

　（１）分譲地の住所

　　　　　都城市山田町山田９５８７番４４　（毘砂丸団地）

　（２）分譲区画数

　　　　　１区画（３９２．５０㎡）

　（３）分譲価格

　　　　　１，１８９，０００円　

３　申込み資格

　　　申込み及び契約のできる人（以下｢契約者｣という。）は、都城市に永住を希望し、次の要件に該当する人とする。

（1） 年齢は、１８歳以上であること。

（2） 家族構成は２人以上であること。家族とは、現に契約者と同居又は同居しようとする配偶者、子又は６ヵ月以内に結婚予定の婚約者をいう。
４　分譲の条件

（１）契約者は、譲渡契約（以下｢契約｣という）締結の日から、３年以内に自
己居住用の一戸建て専用住宅の建築を完了し、自ら住むこと。ただし、建
築面積の２分の１以内については、市長の承認を得て、店舗等を設けるこ
とができる。

（２）住宅を建築するに当たっては、建築基準法等の住宅建築に関係する法
令等並びに市長が分譲宅地の経営維持上必要と認めた事項及び指示に従
うこと。
（３）分譲宅地付近の環境を阻害し、又は公害が発生する行為をしないこと。

　

５　転売・権利設定等の制限

　　　契約者は、契約締結の日から１０年間は、次の行為をしてはならない。
（１）分譲宅地又はその分譲宅地に建築された住宅等建物（以下｢住宅建物等｣という。）の所有権を第三者に譲渡すること。ただし、特段の事情により市長の許可を得て、分譲代金に造成費を加算して完納した場合には、この限りでない。

（２）分譲宅地又は住宅建物等に抵当権、地上権、賃借権その他使用及び収
　益を目的とする権利を設定すること。ただし、住宅建物等を住宅等建物の
建築資金に充当するための資金確保に係る担保に供する場合又は特段の事
情により市長が許可した場合には、この限りでない。

６　申込み及び決定

（１）分譲の方法は一般公募とし、先着順により決定する。

（２）宅地の分譲を希望する人は、都城市有宅地分譲申込書を市長に提出し
なければならない。

（３）申込書受理後その内容を審査し、分譲決定者には都城市有宅地分譲決
定書により通知する。
７　契約及び契約保証金

（１）契約は、分譲決定の通知があった日から１０日以内に行う。

（２）契約保証金は、分譲代金の５分の１に相当する額を契約時に納付する。

８　連帯保証人

　　　譲渡契約を行う際には、市長の適当と認める連帯保証人を２名立てなければならない。ただし、譲渡契約時に代金を一括して支払う場合は、この限りでない。

９　分譲代金の支払
（１）分譲代金は、譲渡契約締結の日から５年の無利子均等の月払い又は一
　　括払いとする。

（２）契約保証金は、分譲代金を完納しようとする際に、優先して分譲代金
に充当することができる。ただし、契約保証金には利子を付さない。

１０　分譲宅地の引渡し
　　　分譲宅地の引渡しは、譲渡契約の締結後に行う。

１１　所有権移転等の登記

（１）分譲代金の完納後、速やかに市が行う。

（２）所有権移転登記と同時に、契約締結の日から１０年間は、市が買い戻
すことのできる旨の特約を登記する。

（３）登記に関する費用（登録免許税等）は、契約者の負担とする。

（４）契約者とその配偶者及び１親等以内の親族で、契約者と同居するもの
に限り共有名義にすることができる。

１２　譲渡契約の解除

（１）契約者が次の事項に該当するときは、契約を解除することができる。

①分譲代金の支払を１年間滞納したとき。

②住宅建築義務が契約後３年以内に履行されないとき。

③転売、権利設定等の制限規定に違反したとき。

④その他都城市若者定住宅地分譲条例及び同条例施行規則の規定に違反
したとき。

（２）契約を解除した場合に、契約者に損害が生じても市はその責めを負わ
ない。

（３）契約を解除する場合、市は納付済みの分譲代金を契約者に返還し、分
譲宅地の所有権を市に移転することができる。この場合において、契約
者は、契約保証金に相当する額を、違約金として市に支払わなければな
らない。
（４）契約者は、分譲代金完納後に契約を解除する場合は、契約保証金に相
当する額を、違約金として市に支払うものとする。
１３　原状回復

（1） 契約者は、契約を解除する場合は、分譲宅地を原状に回復して返還し
なければならない。ただし、市長が特別の事由があると認めるときは、
この限りでない。

（2） 既に住宅等建物がある場合は、市はこれを買い取ることができる。

１４　損害賠償

　　　　契約者は、契約解除のために市又は第三者に損害を与えた場合は、これを賠償しなければならない。
